
規 則

�愛媛県規則第１号
愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２９年３月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則の一部を改正する規則

愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則（昭和４２年愛媛県規則第４４号）の一部を次のように改正す

る。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
規 則
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正 誤

○ 平成２８年１１月２９日付け第２８２９号外１別記（政治団体の収支報告書の要旨の公表）中……………………………………………………（選挙管理委員会）…１０６

改 正 後 改 正 前

（定義）

第２条 この規則で「災害」、「補償」、「職員」、「通勤」、

「実施機関」、「認定委員会」、「補償基礎額」、「福祉事業」

又は「審査会」とは、それぞれ条例第１条、第２条、第２条の２

第１項、第３条第１項若しくは第３項、第５条、第１７条又は第１８

条第１項に規定する災害、補償、職員、通勤、実施機関、認定委

員会、補償基礎額、事業又は審査会をいう。

（日常生活上必要な行為）

第２条の５ 条例第２条の２第２項ただし書の日常生活上必要な行

為であつて規則で定めるものは、次に掲げる行為とする。

�～� 省略

� 負傷、疾病又は老齢により２週間以上の期間にわたり日常生

活を営むのに支障がある配偶者（婚姻の届出をしていないが、

事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下この号にお

いて同じ。）、子、父母、配偶者の父母及び

次に掲げる者（イに掲げる者にあつては、職員と同居してい

るものに限る。）の介護（継続的に又は反復して行われるもの

に限る。）

ア・イ 省略

（定義）

第２条 この規則で「災害」、「補償」、「職員」、「通勤」、

「実施機関」、「認定委員会」、「補償基礎額」、「福祉事業」

又は「審査会」とは、それぞれ条例第１条、第２条、第２条の２

第１項、第３条第１項、第４条第１項、第５条、第１７条又は第１９

条第１項に規定する災害、補償、職員、通勤、実施機関、認定委

員会、補償基礎額、事業又は審査会をいう。

（日常生活上必要な行為）

第２条の５ 条例第２条の２第２項ただし書の日常生活上必要な行

為であつて規則で定めるものは、次に掲げる行為とする。

�～� 省略

� 負傷、疾病又は老齢により２週間以上の期間にわたり日常生

活を営むのに支障がある配偶者（婚姻の届出をしていないが、

事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下この号にお

いて同じ。）、子、父母、配偶者の父母及び職員と同居してい

る次に掲げる者

の介護（継続的に又は反復して行われるもの

に限る。）

ア・イ 省略

毎週（火・金）曜日発行 第２８５３号 平成２９年３月３日

平成２９年３月３日金曜日 第２８５３号

愛 媛 県 報
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附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。

２ 改正後の愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則第２条の５第５号の規定は、平成２９年１月１日

以後に発生した事故に起因する通勤による災害について適用し、同日前に発生した事故に起因する通勤による災害については、なお従前

の例による。

�愛媛県規則第２号
愛媛県県立高等技術専門校運営規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２９年３月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県県立高等技術専門校運営規則の一部を改正する規則

（所在不明による支給停止の申請等）

第１１条 条例第１６条において例によることとされる地方公務員災害

補償法第３５条第１項又は第２項の規定により遺族補償年金の支給

の停止又は支給の停止の解除を申請する者は、遺族補償年金の支

給の停止を申請する場合にあつては 遺族補償年金支給停止申請

書（様式第１５号）を、遺族補償年金の支給停止の解除を申請する

場合にあつては 遺族補償年金支給停止解除申請書（様式第１６

号）及び年金証書（様式第１２号）を実施機関に提出しなければな

らない。

２ 省略

（年金証書）

第１２条 実施機関は、傷病補償年金、障害補償年金又は遺族補償年

金（以下「年金たる補償」という。）の支給に関する通知をする

ときは、当該補償を受けるべき者に対し、併せて年金証書

を交付しなければならない。

２・３ 省略

（届出）

第１６条 年金たる補償を受ける者は、次 に掲げる場合には、

遅滞なく、その旨を実施機関に届け出なければならない。

�～� 省略

� 遺族補償年金を受ける者にあつては、次に掲げる場合

ア・イ 省略

ウ 遺族補償年金を受ける権利を有する妻にその者と生計を同

じくしている他の遺族で遺族補償年金を受けることができる

ものがない場合において、その妻が５５歳に達したとき（条例

第１２条第１項第４号に規定する障害の状態にあるときを除

く。）、又は同号 に規定する障害の状態

になり、若しくはその事情がなくなつたとき（５５歳以上であ

るときを除く。）。

２・３ 省略

様式第５号（第８条関係）

省略

（所在不明による支給停止の申請等）

第１１条 条例第１６条において例によることとされる地方公務員災害

補償法第３５条第１項又は第２項の規定により遺族補償年金の支給

の停止又は支給の停止の解除を申請する者は、遺族補償年金の支

給の停止を申請する場合にあつては、遺族補償年金支給停止申請

書（様式第１５号）を、遺族補償年金の支給停止の解除を申請する

場合にあつては、遺族補償年金支給停止解除申請書（様式第１６

号）及び年金証書 を実施機関に提出しなければな

らない。

２ 省略

（年金証書）

第１２条 実施機関は、傷病補償年金、障害補償年金又は遺族補償年

金（以下「年金たる補償」という。）の支給に関する通知をする

ときは、当該補償を受けるべき者に対し、併せて年金証書（様式

第１２号）を交付しなければならない。

２・３ 省略

（届出）

第１６条 年金たる補償を受ける者は、次の各号に掲げる場合には、

遅滞なく、その旨を実施機関に届け出なければならない。

�～� 省略

� 遺族補償年金を受ける者にあつては、次に掲げる場合

ア・イ 省略

ウ 遺族補償年金を受ける権利を有する妻にその者と生計を同

じくしている他の遺族で遺族補償年金を受けることができる

ものがない場合において、その妻が５５歳に達したとき（条例

第１２条第１項第４号に規定する障害の状態にあるときを除

く。）、又は条例第１２条第１項第４号に規定する障害の状態

になり、若しくはその事情がなくなつたとき（５５歳以上であ

るときを除く。）。

２・３ 省略

様式第５号（第８条関係）

省略

省略 省略

省略 省略 省略 省略

※年金証書の番号 省略 ※年金証明の番号 省略

省略 省略

〔注意事項〕 省略

様式第１２号（第１１条―第１４条、様式第５号―様式第９号、様式第１１

号、様式第１３号―様式第１６号、様式第２０号関係） 省略

〔注意事項〕 省略

様式第１２号（第１２条

関係） 省略

愛 媛 県 報平成２９年３月３日 第２８５３号
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告 示

�愛媛県告示第２００号
愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）第８条第２項

（同規則第２１条第３項において準用する場合を含む。）の規定に基

づき、瀬戸内海機船船びき網漁業の許可又は起業の認可を申請すべ

き期間を次のように定める。

平成２９年３月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

許可又は起業の認可を申請すべき期間

平成２９年３月３日から１６日まで

�������
�愛媛県告示第２０１号
愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）第８条第２項

（同規則第２１条第３項において準用する場合を含む。）の規定に基

づき、宇和海を操業区域とする中型まき網漁業の許可又は起業の認

可を申請すべき期間を次のように定める。

平成２９年３月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

許可又は起業の認可を申請すべき期間

平成２９年３月３日から１６日まで

�������
�愛媛県告示第２０２号
急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第

５７号）第３条第１項の規定により、次の区域を急傾斜地崩壊危険区

域として指定する。

その関係図面は、愛媛県庁並びに関係の地方局土木事務所及び市

役所において縦覧に供する。

平成２９年３月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

深井Ａ

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱８号までを順次

結んだ線及び標柱８号と標柱１号を結んだ線に囲まれた区域

深井Ｃ

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱２０号までを順次

結んだ線及び標柱２０号と標柱１号を結んだ線に囲まれた区域

鹿野川（Ａ）（追加）

急傾斜地崩壊危険区域の指定（昭和５２年３月愛媛県告示第３３６号）

愛媛県県立高等技術専門校運営規則（昭和３３年愛媛県規則第５４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、平成２９年４月１日から施行する。

改 正 後 改 正 前

別表（第１条関係） 別表（第１条関係）

名 称
職業訓練

の種類

訓練

課程
訓 練 科

訓練

定員

訓練

期間
名 称

職業訓練

の種類

訓練

課程
訓 練 科

訓練

定員

訓練

期間

省略 省略

愛媛県立宇

和島高等技

術専門校

普通職業

訓練

短期

課程

住まいづくり木

工科

省略 愛媛県立宇

和島高等技

術専門校

普通職業

訓練

短期

課程

木工クラフト科 省略

省略 省略

市 町 字 地 番 標 柱

大洲市 阿蔵 フカ井 甲７０９番１ １号

クヱモリ 甲８０５番１ ２号

甲８１０番 ３号

フカ井 乙１４４番１ ４号

甲７２０番 ５号、６号

甲７１４番１ ７号

甲７１１番１ ８号

市 町 字 地 番 標 柱

大洲市 阿蔵 フカ井 甲７２４番１ １号、２号

乙１４５番 ３号

乙１５２番１ ４号

甲７９５番 ５号

乙１６２番 ６号

乙１６３番１ ７号

ハコザキ 甲９０８番 ８号

甲９１４番 ９号

フカ井 乙１６５番５ １０号

ハコザキ 甲９２３番４ １１号

フカ井 甲７７１番１ １２号

甲７５８番３地先 １３号

甲７４５番１ １４号

甲７４１番 １５号

甲７３９番１ １６号

甲７４０番１ １７号

甲７８７番 １８号

甲７８８番２ １９号

甲７３０番６ ２０号

愛 媛 県 報平成２９年３月３日 第２８５３号

１０４
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鹿野川（Ａ）の項で指定した標柱１号と標柱２号を結んだ線、標柱

２号と次に掲げる地番の土地に存する標柱６号から標柱９号までを

順次結んだ線及び標柱９号と標柱１号を結んだ線に囲まれた区域

田口Ａ

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱９号までを順次

結んだ線、標柱９号と標柱１号を市道今出線東側官民境界線、市道

内山線南側官民境界線及び市道河内線西側官民境界線で結んだ線に

囲まれた区域

�������
�愛媛県告示第２０３号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第１項の規定に基づき、新居浜市長から次のとおり公共測量を

実施する旨の通知があった。

平成２９年３月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（３級基準点）

２ 作業期間 平成２９年３月１日から

３１日まで

３ 作業地域 新居浜市萩生

�������
�愛媛県告示第２０４号
介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）第３条第１項第２号

の規定により、次のとおり介護員養成研修事業者を指定した。

平成２９年３月３日

愛媛県中予地方局長 藤 井 晃 一

�������
�愛媛県告示第２０５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

松野町土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した旨の

届出があった。

平成２９年３月３日

愛媛県南予地方局長 佐 伯 登志男

就 任

退 任

�愛媛県告示第２０６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２９年３月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２０７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２９年３月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

市 町 地 番 標 柱

大洲市 肱川町山鳥坂 １５２番 ６号

２７７番１ ７号、８号

２７７番６ ９号

市 町 字 地 番 標 柱

大洲市 田口 河内 乙４５１番３ １号

乙４５１番１ ２号、３号、４号

乙４５２番 ５号、６号

長尾 乙４５３番１ ７号

白方 甲２３７３番７ ８号

甲２３７１番 ９号

介護員養成研修事業者
の名称又は氏名

介護員養成研修事業者
の所在地又は住所 研修の課程 指 定

年 月 日

一般社団法人
日本介護職業能力育成
機構

松山市宮西三丁目４番
４０号

介護職員初
任者研修課
程

平成２９年
２月２２日

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 坂 本 浩 北宇和郡松野町大字松丸２６０番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 阪 本 壽 明 北宇和郡松野町大字奥野川９６５番地

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 長浜中村線
大洲市長浜町下須戒甲１８３７番１８から

同町下須戒甲１８７３番地先まで
平成２９年３月３日
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正 誤

�正 誤

平成２８年１１月２９日付け第２８２９号外１別記（政治団体の収支報告書の要旨の公表）中

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 小田河辺大洲線
大洲市肱川町山鳥坂４２６０番から

同町山鳥坂４２５８番まで
平成２９年３月３日

ページ 箇 所 誤 正

３９
左段
上から４７行目
（追加）

政治団体の名称 山上芳子後援会
報告年月日 Ｈ２８．３．２５
１ 収入総額 ０円
２ 支出総額 ０円

４３
左段
上から４行目
臼坂均後援会の項

政治団体の名称 臼坂均後援会
報告年月日 Ｈ２８．３．２３
１ 収入総額 ０円
２ 支出総額 ０円

（削除）

５５
左段
上から１１行目
黒河達也後援会の項

政治団体の名称 黒河達也後援会
報告年月日 Ｈ２８．１．２９
１ 収入総額 ０円
２ 支出総額 ０円

（削除）

５８
左段
上から４２行目
白石勝也後援会の項

政治団体の名称 白石勝也後援会
報告年月日 Ｈ２８．１．２８
１ 収入総額 １０，８２１円
前年繰越額 １０，８２１円

２ 支出総額 ５，０００円
３ 翌年繰越額 ５，８２１円
４ 支出の内訳

経常経費 ５，０００円
備品・消耗品費 ５，０００円

（削除）

６２
左段
上から２６行目
高橋章哲後援会の項

政治団体の名称 高橋章哲後援会
報告年月日 Ｈ２８．１０．３１
１ 収入総額 ９７８円
前年繰越額 ９７８円

２ 支出総額 ０円
３ 翌年繰越額 ９７８円

（削除）

６３
左段
上から２２行目
田中剛後援会の項

政治団体の名称 田中剛後援会
報告年月日 Ｈ２８．３．２４
１ 収入総額 ０円
２ 支出総額 ０円

（削除）

６４
左段
上から４８行目
中西さとる後援会の項

政治団体の名称 中西さとる後援会
報告年月日 Ｈ２８．３．２３
１ 収入総額 ０円
２ 支出総額 ０円

（削除）

６９
右段
上から２０行目
松山市医師連盟の項

政治団体の名称 松山市医師連盟
報告年月日 Ｈ２８．３．１４
１ 収入総額 ０円
２ 支出総額 ０円

（削除）

７２
左段
上から５６行目
山上芳子後援会の項

政治団体の名称 山上芳子後援会
報告年月日 Ｈ２８．３．２５
１ 収入総額 ０円
２ 支出総額 ０円

（削除）

７２
右段
上から３８行目
山本昭義後援会の項

政治団体の名称 山本昭義後援会
報告年月日 Ｈ２８．２．２２
１ 収入総額 ０円
２ 支出総額 ０円

（削除）

平成２９年３月３日 発行

愛 媛 県 報平成２９年３月３日 第２８５３号

１０６


